令和5年度生活衛生営業現況調査集計結果
公益財団法人　香川県生活衛生営業指導センター
1.事業目的

　香川県内の生活衛生業者の経営実態を把握し、今後の相談指導業務に活かしていくことを目的に実施した。
　特に本年度は、コロナウイルス感染症5類移行後の経営状況等について調査を実施した。
2.調査期日

　令和5年6月1日～令和6年1月31日

3.調査方法

　経営指導員の巡回訪問や同業組合事務局による聞き取り調査。

4.調査対象者

　県内生活衛生業者（美容業28業者・理容業5業者・ホテル旅館業10業者・食肉19業者・飲食業33業者）

　計97業者

5.調査票

　別添参照

6.集計結果

　業種別の集計結果は、別添参照。

7.各業種の対応策の特徴
（1）自店の経営業況は昨年同月と比べてどう変化したかについて
・美容業では、「大きく減少」と答えた方はなく、「あまり変化はない」が14企業(50%)と最も多く、次いで「やや減少」が12企業（42.9%）、「好転した」が2企業（7.1%）であった。
・理容業では、「大きく減少」、「やや減少」と答えた方はなく、「あまり変化はない」が4企業(80%)、「好転した」が１企業（20％）であった。　　

・ホテル・旅館業では、「あまり変化はない」が6企業（60%）、「好転した」が3企業(30%)、「やや減少」が1企業(10%)であった。
・食肉では、「あまり変化はない」が12企業（63.2%）、「やや減少」が６企業(26.3%)、「大きく減少」、「好転した」が各1企業（5.3%）であった。
・社交飲食業では、「あまり変化はない」が2企業（100%）であった。
・飲食業では、「やや減少」が12企業(36.4%)、「変化はない」が11企業(33.3%)、「好転した」が8企業(24.2%)、「大きく減少」が2企業(6.1%)であった。
・全業種で見ると、「あまり変化はない」が48企業（50.6％）で最も多く次に「やや減少」が30企業（30.9％）、「好転した」が15企業(15.5％)多く見られるようになった。
一方、「大きく減少と」と答えた方は3企業(3.1%)で、また「やや減少」と答えた方は30企業(30.1％)で合わせて全体の34%を占めており、まだまだ厳しい状況が続いている。
（2）売り上げが減少した方の今後の対策について(複数回答)
・美容業では、「今までどおり」が最も多く7企業(50％)、次いで「経費節減」が5企業（35.7%）「新分野進出」が2企業(14.3％)、であった。

・理容業と社交飲食業では、減少したと答えた企業はなかった。
・ホテル・旅館業では、減少したと答えた方は１企業で「経費節減」1(100%)であった。
・食肉では、「今までどおり」と「経費節減」が最も多くそれぞれ2企業(33.3%)、「規模縮小」と「廃業を考えている」が1企業（16.7%）であった。
・飲食業では、「今までどおり」と「経費節減」が最も多くそれぞれ8企業(36.4%)、次いで「規模縮小」が2企業(10%)で「新分野進出」及び「廃業を考えている」が1企業（5%）であった。
・全業種で見ると、「今までどおり」が最も多く全体の41.5％で次に「経費節減」が39％と多かったが、「規模縮小」「新分野進出」と答えた企業も若干いた。
　　　
（3）経営上の課題について（複数回答）
・美容業では、「物価高騰価格転嫁が困難」が最も多く次に「後継者対策」、「資金不足」「人材不足」「適切な対応が見つからない」の順であった。
・理容業では、「物価高騰価格転嫁が困難」「人材不足」「後継者対策」「資金不足」の順であった。
・ホテル・旅館業では、「人材不足」を取り上げた企業が多く、次に「物価高騰価格転嫁が困難」が多かった。
・食肉では、「物価高騰価格転嫁が困難」が最も多く、「人材不足」「後継者対策」の順に多かった。
・社交飲食業では、「人材不足」「物価高騰価格転嫁が困難」「資金不足」の回答があった。
・飲食業では、「人材不足」及び「物価高騰価格転嫁が困難」と答えた方が最も多く、その次に「後継者対策」が多かった。
・全業種で見ると、「物価の高騰価格転嫁が困難」が半数近くを占め、次に「人材不足」、「後継者対策」の順であった。
　また、その他の経営上の課題として、美容業では、「過疎化と少子高齢化が進んでいる」、「SNSの利用方法を学ぶ」、「客数の減少」などが挙げられた。
ホテル旅館業では、「施設の老朽化」、「新規ホテルが多く競争激化」が挙げられた。
(4)経営上の課題解決には何が必要かについて（自由意見、国や県に対する要望も含む）
・美容業では、「値下げを考えている」、「料金の見直しと経費削減」、「価格転嫁のタイミングと勇気が必要」、「日本政策公庫の利用する」などの意見があった。
・理容業では、「従業員確保に美容師法と理容師法の統合が必要」の意見があった。
・ホテル旅館業では、「サービス業の変則労働時間制の見直し」、「民泊の規制」、「ベースアップ」などが必要との意見をいただいた。
・食肉では、「飼料価格高騰に対する対策を拡大して欲しい」、「輸入商品等物価高高騰品の仕入れ価格助成金が必要」、「電気ガス等エネルギー費用一部負担」、「クリーンエネルギー設備導入補助」などの意見・要望があった。
・社交飲食業では、「インボイス制度の廃止と消費税の軽減」の意見があった。
・飲食業では、「新規事業におけるサポート」、「減税」、「人材不足の解消には賃上げが必要」、「コロナ禍にあった無金利融資延長の要望」など意見要望があった。
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